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東海第二発電所 地震・津波関連 審査の状況（２０１６年２月９日現在）
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No. 区分 主要な論点 資料番号及び
審査会合説明日

東海第二発電所 26年7月4日に規制委員会より提示を受けた「主要な論点」（地震・津波関連）

審査会合説明日

1 地盤地震 敷地の地下構造を把握するのに実施した調査・分析について、特異な傾向の有無を確
認するため、全ての評価結果を提示すること。

③
27/5/29

2 地盤地震 敷地内破砕帯について、その活動性の評価に係る詳細な調査結果を提示すること。
②

27/5/29

3 地盤地震 敷地周辺陸域の断層の評価において、破砕帯の固結のみで活動性否定の根拠としてい
る場合は、異なる手法による活動性否定の根拠も示すこと。

①
27/2/13

4 地盤地震 原子炉建屋等の耐震重要施設に加え、重大事故等対処施設の基礎地盤及び周辺斜面の
安定性評価に関わる検討内容を示すこと。

（今後予定）

5 ④-15 地盤地震 基準地震動Ｓｓ－Ｄについては、具体的な設定根拠を示すこと。
④-1

27/6/26

6 地盤地震
Ｆ１断層と北方領域の断層の同時活動性を考慮するに当たり、2011年東北地方太平洋
沖地震の影響を踏まえたＦ１断層の再評価の内容及び断層両端の止めに関する評価結
果を提示すること。

①
27/2/13

7 ④-17 地盤地震 プレート間地震について、地震規模、震源領域等の設定に関わる検討内容を示すこと。
④-1

27/6/26

8 地盤地震 プレート内地震について、ディレクティビティ効果等を考慮した不確かさに関する検
討内容を示すこと。

④-2
27/9/18

9 地盤地震
2011年東北地方太平洋沖地震による敷地におけるはぎとり波の応答スペクトルは、一
部 周期帯 基準地震動を上回 た とを踏まえ 基準地震動や耐震設計 策定にあ

④-19 地盤地震 部の周期帯で基準地震動を上回ったことを踏まえ、基準地震動や耐震設計の策定にあ
たり、どのような考慮がなされたか示すこと。

④ 1
27/6/26

10 地盤地震 「震源を特定せず策定する地震動」に関して、基準地震動評価ガイドにある地震観測記録収
集対象事例の16地震について、観測記録等の分析・評価を実施すること。

（今後予定）

11 火山 敷地への降下火砕物等の堆積量に関して、詳細な評価結果を提示すること。 （今後予定）

12 津波 津波の評価について、波源の位置、波源の特性等の設定に関わる検討内容を示すこと。
⑥

28/1/22

13 津波 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波により、施設が大きな損傷を受けたことを踏
まえ、基準津波や耐津波設計の策定に当たり、どのような考慮がなされたか示すこと。

⑥
28/1/22
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14 津波 プレート間地震の波源として、2011年東北地方太平洋沖地震によって、宮城沖～福島
沖の領域を含めないこととした検討内容を詳細に説明すること。

⑥
28/1/22



地質・地質構造①②、地震動③～⑤、津波⑥の審査状況（２０１６年２月９日現在）

項 目 説明内容 状 況

①
敷地周辺及び近傍の
地質・地質構造

敷地周辺および近傍の１１断層を、安全
評価上、耐震設計において考慮すること
を説明

・棚倉破砕帯南端の止め、塩ノ平断層からＦ１
断層の連動が主な論点であったが、コメント
に対して ひと通り回答済を説明。 に対して、ひと通り回答済。

②
敷地の
地質・地質構造

敷地を中心とする半径５ｋｍの範囲にお
いて、「活断層と認定される断層」は無い

とを説明

・敷地には「将来活動する可能性のある断層
等」が存在しないことを明確に示すため、岩
盤中 水 連続 た地層 よりことを説明。 盤中の水平に連続した地層について、より
詳細な説明をする。

③
地下構造評価 敷地及び敷地周辺の地下構造が水平成 ・敷地及び敷地周辺の地下構造が水平成層地下構造評価 敷地及び敷地周辺の地下構造が水平成

層構造（地層内での層状が水平）と見な
せることを説明。

敷地及び敷地周辺の地下構造が水平成層
構造であることが主な論点であったが、コメ
ントに対して概ね回答済。

・さらに細かくした地下構造モデルでも水平成
層構造とみなせることを説明する。層構造とみなせることを説明する。

・昨年１１月の審査会合において「概ね妥当な
検討がなされている」とあった。

④-1
敷地ごとに震源を特定し 2011年東北地方太平洋沖地震の本震を 基本ケ スの震源モデルの妥当性及び考敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動のうち
プレート間地震

2011年東北地方太平洋沖地震の本震を
検討用地震に選定した地震動を説明。

・基本ケースの震源モデルの妥当性及び考
慮した不確かさの考え方が主な論点であっ
たが、コメントに対して、ひと通り回答済。

・不確かさを、さらに重ねあわせる必要はない
ことを中心に説明する
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ことを中心に説明する。



地質・地質構造①②、地震動③～⑤、津波⑥の審査状況（２０１６年２月９日現在）

項 目 説明内容 状 況

④-2
敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動のうち
海洋プレート内地震

各種知見及び敷地周辺の地震発生状況
等を踏まえ、フィリピン海プレート内の地
震である茨城県南部の地震（中央防災

・検討用地震動の選定が主な論点であったが、
コメントに対して概ね回答済。

・検討内容の一部について根拠を明記する。海洋プレ ト内地震
会議）を検討用地震に選定した地震動
を説明。

・今年１月の審査会合において「基本震源モ
デルの設定は合理的検討となっており理解
できた」とあった。

④-3④ 3
敷地ごとに震源を特定し
て策定する地震動のうち
内陸地殻内地震

（今後予定） ・①の審査(断層の長さ)を踏まえ、説明資料
を確定。

⑤⑤
震源を特定せず策定す
る地震動
（留萌の地震ほか）

（今後予定） ・先行プラントの審査を踏まえ、説明。

⑥
津波評価 地震に起因する津波（プレート間地震、

海洋プレート内地震、海域の活断層によ
る地殻内地震）及び地震以外に起因す

・評価の考え方が主な論点であったが、コメン
トに対して概ね回答済。

・防波堤の有無などが、基準津波の選定に影
る津波（陸上及び海底での地すべり・斜
面崩壊、火山現象）の評価結果を踏まえ、
発電所に与える影響が最も大きい津波
は、茨城県沖から房総沖に想定するプ

響がないことを確認する。
・今年１月の審査会合において「発電所に与
える影響が大きい津波はMw８．７プレート間
地震であることの考え方は理解できた」と
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レート間地震であることを説明。
また、これを基準津波とすることを説明。

あった。



東海第二発電所の地下構造が水平成層かつ均質であることを確認するため，地震観測記録と地

③地下構造評価

● 地震観測記録による地下構造評価

球物理学的調査を組合せ，地震基盤の位置や形状，地震波速度構造等の調査・解析を実施した。

解放基盤表面における検討

・地震観測記録の到来方向による検討により，解放基盤
表面より深部の地下構造が水平成層かつ均質とみなし
て評価できることを確認

浅部地下構造の検討

・解放基盤表面以浅の地震観測記録を用いて，敷地地盤
の地下構造が水平成層かつ均質とみなして評価できる
ことを確認

● 地球物理学的調査による地下構造評価

て評価できることを確認 ことを確認

地球物理学的調査
敷地周辺

３次元地下構造モデル

作 成

解析による検討

・２次元ＦＥＭモデル
→ 東西断面，南北断面・屈折法地震探査

敷地内

作 成
・敷地の西側及び南側に見られ
る深い基盤形状による影響を
検討

・敷地地盤の地下構造は水平成

震
・微動アレイ探査
・重力異常分布（文献）

・単点微動測定
層かつ均質とみなして評価でき
ることを確認

・単点微動測定
・微動アレイ探査

確 認

海第 経 グ
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なお，東海第二発電所の地震動評価においては，地震観測記録を用いた経験的グリーン関数法
を用いている。



④敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

地震発生様式
検討用地震

耐震バックチェック 今回

Ｆ３断層 Ｆ４断層の
Ｆ１断層，北方陸域の

2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）

内陸地殻内地震
Ｆ３断層，Ｆ４断層の

連動による地震（M6.8）
断層の連動による地震

（M7.6）

プレート間地震
1896年鹿島灘の地震

（M7 3）

2011年東北地方

太平洋沖地震（Mw9 0）

Ｆ１断層，北方陸域の断層
の連動による地震（M7.6）

（M7.3） 太平洋沖地震（Mw9.0）

海洋プレート内地震 中央防災会議：茨城県南部の地震（M7.3）
東海第二発電所

1896年鹿島灘の地震（M7.3）

中央防災会議：茨城県南部
の地震 (M7.3)

F3断層，F4断層の連動による地震（M6.8）

プレート間地震は、敷地への影響が最も大きい。
基準地震動Ssの中で最も大きい最大加速度は901ガル。

今回見直した検討用地震の断層面
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④-2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち海洋プレート内地震

各種知見や敷地周
辺の地震発生状況

地震動評価検討用地震の選定

（選定手法）

検討用地震の候補に

太平洋プレート内の地震
・過去の被害地震

・最新の知見の整理・敷地周辺のプレート
テクトニクス

・応答スペクトルに基
づく手法(N d

文献調査やデータ整理に
よる状況調査

プレートに着目した
地震の抽出

パラメータ設定 地震動評価検討用地震の選定

・検討用地震の候補に
ついて，応答スペクト
ルに基づく手法(Noda 
et al.(2002))による評
価を行う。

過去の被害地震
・他機関の想定した地震

フィリピン海プレート内
の地震
・過去の被害地震

・基本震源モデルの
設定

・不確かさの考慮

テクトニクス

・敷地周辺の地震発生
状況

づく手法(Noda et 
al.(2002))

・断層モデルを用いた
手法（経験的グリー
ン関数法）

（選定結果）

・敷地への影響を考慮
し，
フィリピン海プレート内

・過去の被害地震
・他機関の想定した地震

ン関数法）

フィリピン海プレ ト内
の地震である茨城県
南部の地震（中央防
災会議）を検討用地震
に選定
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■応答スペクトルに基づく手法による地震動評価結果
基本震源モデル（M7 3 Xeq=76 0km）

④-2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち海洋プレート内地震

h=0.05
1000

h=0.05
1000

ＳＳ－Ｄ（応答スペクトルに基づく手法による各評価結果を包絡し策定）

基本震源モデル（M7.3, Xeq=76.0km）
断層傾斜角の不確かさを考慮したケース（M7.3, Xeq=83.7km）
応力降下量の不確かさを考慮したケース（M7.3, Xeq=76.5km）
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茨城県南部の地震の応答スペクトルに基づく手法による地震動評価は，
Noda et al.(2002）の手法に補正係数を考慮し算定した。



■断層モデルを用いた手法による地震動評価結果（経験的グリーン関数法）
基本震源モデル
断層傾斜角の不確かさを考慮したケース

④-2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち海洋プレート内地震

h=0.05
1000

h=0.05
1000

h=0.05
1000

断層傾斜角の不確かさを考慮したケ ス
応力降下量の不確かさを考慮したケース

実線：破壊開始点１
破線：破壊開始点２
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ＳＳ－Ｄ（応答スペクトルに基づく手法による各評価結果を包絡し策定）

ＳＳ－１（F1断層，北方陸域の断層の連動による地震（短周期レベルの不確かさを考慮））

ＳＳ－２（2011年東北地方太平洋沖地震（短周期レベルの不確かさを考慮））

※基準地震動Ssは設置変更許可申請時のものを記載している。
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茨城県南部の地震の断層モデルを用いた手法による地震動評価は，
経験的グリーン関数法により実施した。



震源モデルの設定

④-2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動のうち海洋プレート内地震

「茨城県南部の地震」について，最新の知見によるフィリピン海プレートの形状に基づき，基本震源モデルの位
置 形状を設定した また 過去に発生した海洋プレ ト内地震による震度を再現する断層パラメ タからさらに

震源モデルの設定

基本震源モデルの設定

置・形状を設定した。また，過去に発生した海洋プレート内地震による震度を再現する断層パラメータからさらに
余裕を見込んだパラメータ（応力降下量62MPaなど）を参考に，基本震源モデルのパラメータを設定した。

不確かさの考慮

地震動評価結果に影響の大きいパラメータである断層傾斜角（敷地へ向く傾斜角に設定），応力降下量（笹谷ほ
か（2006）に基づく）に関し不確かさを考慮した。

不確かさの考慮

評価結果

応答 ペクト に基づく手法

Noda et al.(2002)の手法に，地震観測記録から算出した補正係数を考慮し評価を実施した。

断層モデルを用いた手法

応答スペクトルに基づく手法

適切な要素地震の選定を行い，経験的グリーン関数法により評価を実施した。また，統計的グリーン関数法によ
る確認を実施した。

断層モデルを用いた手法
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